
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

諮問関係資料 

参考２ 



 

産業活力再生特別措置法（平成 11 年８月 13 日法律第 131 号） 

 

 

（抜粋） 

 

 

第２章 事業再構築、共同事業再編、経営資源再活用、技術活用事業革新及び

経営資源融合の円滑化  

 

（サービス業の生産性の向上の支援）  

第 30 条  国は、我が国産業の活力の再生におけるサービス業の生産性の向上

の重要性にかんがみ、サービス業における事業再構築、共同事業再編、経営

資源再活用、技術活用事業革新及び経営資源融合の円滑な実施のため、サー

ビス業に関する経営方法又は技術に関する助言、研修又は情報提供その他必

要な施策を総合的に推進するよう努めるものとする。  

２  国は、サービス業に属する事業を営む事業者が、基本指針（サービス業に

属する事業分野について第４条第１項の規定により事業分野別指針が定めら

れた場合にあっては、基本指針及び当該事業分野別指針）を踏まえ、他の事

業者や大学等と相互に連携を図りながら協力してサービス業の生産性の向上

に資する活動を行う場合には、当該活動を支援するため、必要な措置を講ず

るものとする。 
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経済成長戦略大綱 

（平成 18 年７月６日財政・経済一体改革会議（平成 20 年６月 27 日改定）） 

 

（抜粋） 

 

第２ 生産性の向上（ＩＴとサービス産業の革新） 

４．経済社会や産業構造の変化に即応した統計改革の加速化 

我が国経済・産業における生産性を向上させるためには、業種別、規模

別、国際間等の生産性比較が可能となるよう経済社会や産業構造の変化に

迅速に対応した統計整備が不可欠である。 

そのような状況の下、戦後 60 年ぶりに抜本的に改正された統計法（平成

19年5月23日公布）に基づき、施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

統計委員会の調査・審議を踏まえ、政府全体として 2008 年度中に公的統計

の整備に関する基本的な計画を定めるなど、統計改革を加速化する。 

具体的には、我が国における、包括的な産業構造等の経済活動を同一時

点で網羅的に把握するとともに、より高い精度の事業所母集団情報の整備

を行うため、2009 年及び 2011 年に経済センサスを実施する。 

また、サービス統計の抜本的拡充、統計作成の効率化のための行政情報

の活用、定量的な経済社会・産業分析に必要な統計データの二次利用等を

積極的に推進する。 

 

 

（工程表） 

新短期（～08 年度） 

○ 特定サービス産業実態調査の調査対象業種を2009年までに７業種（2006年）

から 28 業種に段階的に拡充することについて検討する。 

 

長期（～15 年度） 

○ 母集団名簿の整備を進め、サービス産業を幅広く捉えた構造統計を整備す

る。 
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売上高、経費等（法人）

従業者数

フェイス事項

特性事項の調査

取引状況等

売上、収入、経費等

従業者数

フェイス事項

特性事項の調査

売上、収入、経費等

従業者数

フェイス事項

(注）１　業種は日本標準産業分類（平成19年改定）の中分類レベルで整理しており、選択されている中分類に含まれる小分類等の業種がすべて調査対象になっているとは限らない。

 　　２　「フェイス事項」は、事業所名、所在地、・・・などを表す。

　　 ４　各調査の調査対象の範囲は別紙のとおり。
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参考２－３　　　　　　　　　サービス分野に係る統計調査の整備状況（イメージ図）
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経済センサス（基礎調査、活動調査）

法人企業統計調査

サービス産業動向調査

経済センサス（活動調査のみ）

経済産業省企業活動基本調査

特定サービス産業実態調査

特定サービス産業動態統計調査
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別紙 サービス分野に係る統計調査の概要

基礎調査 活動調査

調査周期 年次・四半期 年次 年次 月次

調査対象の範囲

企業

全産業の営利法人等のう
ち以下により抽出。（四半
期別調査は資本金等１千
万円以上）
○金融業、保険業以外の
業種：資本金（６階層）・業
種別により抽出し、資本
金５億円以上は全数
○金融業、保険業：資本
金（４階層）、業種別によ
り抽出し、資本金１億円
以上は全数

企業

経済産業省の所管業種に属す
る従業者50人以上かつ資本金
又は出資金3,000万円以上の企
業

事業所

対象業種に属する事業
所のうち、事業従事者
数10人以上の事業所
は産業・事業従事者数
規模別、同10人未満の
事業所は産業・地域別
により抽出

事業所・企業

業種ごとに全体の売上高の
概ね７割程度をカバーするよ
うに抽出

主な調査事項

・経営組織
・本社・支社の別等
・事業所の開設時
期
・事業所の従業者
数
・資本金
・経済活動の内容

（法人企業）
・全体の経済活動
の内容
・全体の従業者数
・傘下事業所の名
称、所在地

・経営組織
・本社・支所の別等
・事業所の開設時期
・事業所の従業者数
・資本金
・売上高
・売上高の内訳

（法人企業）
・開設時期
・従業者数
・売上高
・必要経費総額
・原材料費・仕入費等
・給与支給総額
・減価償却費
・租税公課

・業種別売上高
・資産・負債及び純資産
・損益
・剰余金の配当（年次）
・減価償却費
・費用（年次）
・役員、従業員数（年次）
・店舗数（年次）
・固定資産の増減（四半
期）
・投資その他の資産の内
訳（四半期）
・人件費（四半期）

・企業の概要
・事業組織及び従業者数
・親会社、子会社・関連会社の
状況
・資産・負債及び資本並びに投
資
・事業内容（売上高、費用）
・取引状況（売上高、仕入高）
・研究開発
・技術の所有及び取引状況（特
許権等の所有、使用状況）
・情報化の状況
・企業経営の方向

・経営組織及び資本金
等
・事業従事者数及び内
訳
・月間売上高
・主な事業の種類

・事業所数（企業）
・月末常用従業者数等
・月間売上高（又は月間契約
高）
・業種ごとの特性事項（利用
者数、取扱件数等）

経済センサス

５年周期

事業所・企業

農林漁家を除く全ての事業所及び法人企
業

法人企業統計調査 経済産業省企業活動基本調査 サービス産業動向調査 特定サービス動態統計調査
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公的統計の整備に関する基本的な計画（案） 

 

（抜粋） 

 

３ 社会的・政策的なニーズの変化に応じた統計の整備に関する事項 

(1) サービス活動に係る統計の整備 

ア 現状・課題等 

経済のサービス化の進展は、この 60 年間の最も大きな変化の一つであ

るが、今やＧＤＰの７割を占めるに至ったサービス産業については、そ

の活動を明らかにし、質と量の両面を適切に把握するための統計の整備

状況が極めて不十分であると指摘されている。複数府省の所管にまたが

るサービス活動に係る統計は、分散型統計機構の下で、個々の業種ごと

にいわばモザイク状に整備されているとの問題点が指摘されて久しい。

このような問題意識の下、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針

2005」（平成 17 年６月 21 日閣議決定）、「経済財政運営と構造改革に関す

る基本方針 2006」（平成 18 年７月７日閣議決定）など、累次の閣議決定

等でサービス活動に係る統計の整備が繰り返し明記されてきた。 

こうした中、総務省は四半期別ＧＤＰ速報を始めとする各種経済統計

の精度向上等に資することを目的として、平成 20 年７月から、サービス

産業の売上高等を幅広く月次で調査するサービス産業動向調査を開始し

た。また、平成 20 年に新たに創設された経済構造統計も、サービス産業

全体の状況を把握することに大きく寄与することが期待されている。 

イ 取組の方向性 

このようにサービス活動に係る統計の整備は着実に進展してはいるも

のの、今後とも一層の推進が必要である。このため、本計画においては、

数多くあるサービス活動に係る統計に関する課題の中から、以下の四点

を中心とした取組を行う。第一に、高度化する情報通信サービスの実態

は、府省の垣根を越えた新たな統計を作成することで、網羅的に把握す

る必要があることから、情報通信サービスに関する統計の整備を図る。

第二に、技術立国を目指す我が国にとって、知的財産 16 活動に関する統

計の充実や高度利用は欠くことができないことから、知的財産活動に関

する統計の整備を図る。第三に、生産量と価格の測定が困難なサービス

活動について、将来の望ましい統計作成に向けた研究が必要であること

から、サービス活動を適切にとらえるための検討を行う。第四に、企業

組織が多様化する中で、企業内部及び企業グループ内でのサービス活動

参考２－４ 
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や外部委託の状況などを明らかにする統計が重要となることから、企業

のサービス活動に関する統計の整備について検討する。 

今後、これらの諸課題について着実に対応するとともに、その他のサ

ービス活動に係る統計の整備に向けての課題についても、長期的な取組

を行う。 

 

 

○ 別表 今後５年間に講ずべき具体的施策 

「第３ 公的統計の整備を推進するために必要な事項」部分 

項  目 具体的な措置、方策等 担当府省 実施時期 

１ 効率的な統

計作成 

イ 行政記録

情報等の調

査の原則化 

 

 

 

 

○ 調査計画の策定の際、行政記録

情報等の有無及び活用の効果等

について事前に調査・検討する。

○ 総務大臣による統計調査の承認

の審査や統計委員会における基

幹統計調査の審議に当たっては、

行政記録情報等に係る事前調査

状況を確認し、必要に応じ、保有

機関に対する協力要請を行う。 

各府省 平成21 年度

から実施す

る。 
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